
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは町田市民の方を対象としたしおりです。 
 

 

 

【２０２４年２月 改訂】 

 

  

認可外保育施設等 

利用児童のための 

無償化の認定手続きについて 
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はじめに 
 

 

２０１９年１０月から幼児教育・保育の無償化が始まりました。今回の幼児教育・保育の無

償化については、子ども・子育て支援法の改正に伴い、従来からある、子どものための保育・

教育給付以外に、子育てのための施設等利用給付が創設されました。この２つの給付により幼

児教育・保育の無償化が行われます。 

無償というと、保育園や幼稚園の費用すべてが無料になるイメージがありますが、本制度に

おける「無償化」とは、給食費・体操服代等の費用を除いた基本的な利用料のみが０円になる

施設や、軽減される金額の上限が設定されている施設など、すべての費用が無料になるもので

はありません。一般的に使う「無償」とは用語の使用方法が少し異なりますのでご注意くださ

い。 

また、東京都認証保育所を含む認可外施設等の無償化には、「給付のために必要な認定（新2

号・新3号）を受けていること」以外にも、「幼稚園・保育園を利用していないこと（一時利用

を除く）」、「利用している認可外施設等が無償化対象施設としての届出・確認を受けているこ

と」等、複数の条件が必要となります。 

そのため、認可外保育施設等の利用にあたっては、契約条件や保育内容のみならず、当該利

用施設等が無償化対象施設となっているのか等についても、事前によく確認してください。 
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１．無償化の対象について 

○無償化の対象者 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

但し、新２号児・新３号児であっても、一時保育・一時預かり以外で、幼稚園、認定こども

園、認可保育園、地域型保育、企業主導型保育所を併用していた場合は、認可外保育施設等の

利用料については無償化の対象外となります。 

保育の必要性のあるお子さん 

（就労・出産・介護・疾病・求職等） 

新２号児 
（３～５歳児） 

 
新３号児 

（非課税世帯の０～２歳児） 
 

保育を必要としないお子さん 

０～５歳児 

無償化対象の認可外保育施設等を利用した場合、  

利用料(※)を上限として月額 37,000円までを給付。 

※複数施設を利用した場合は、各利用料の合計額。

無償化対象外経費（入会金、日用品、文房具、行

事参加費、食材料費、通園送迎費等）が含まれて

いた場合は、その金額は利用料から除外。 

新2号児 

４月１日時点が満３歳以上で、保護者の就労、出

産、疾病等の理由により、保育の必要性の事由に

該当する子ども 

新3号児 

４月１日時点が満３歳未満で、保護者の就労、出産、

疾病等の理由により、保育の必要性の事由に該当す

る住民税非課税世帯の子ども 

認可外保育施設等は、 

無償化の対象になりません。 

無償化対象の認可外保育施設等を利用した場合、   

利用料(※)を上限として月額42,000円までを給付。 

※複数施設を利用した場合は、各利用料の合計額。

無償化対象外経費（入会金、日用品、文房具、行

事参加費、食材料費、通園送迎費等）が含まれて

いた場合は、その金額は利用料から除外。 
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○無償化対象となる認可外保育施設等 

 

・認可外保育施設 

児童福祉法に基づく設置届出を都道府県等に提出している保育施設です。 

無償化の対象となる認可外保育施設は、市町村が法令上の確認項目を審査し、無償化給付対

象の施設であると認めた施設です。 

※東京都認証保育所も認可外保育施設にあたります。 

 

 

・認可外の居宅訪問型保育事業（いわゆるベビーシッター業） 

児童福祉法に基づく届出を都道府県等に提出している事業者です。 

無償化の対象となる事業者は、市町村が法令上の確認項目を審査し、無償化給付対象の事業

者であると認めた事業者です。 

 

 

・一時保育事業・一時預かり事業 

詳細はこちらから確認できます。 

 

・病児病後児保育事業 

八王子市、相模原市、または川崎市（広域利用）在住の方の 

手続きについてはお住まいの市にお問い合わせください。 

詳細はこちらから確認できます。 

 

 

・ファミリー・サポート・センター事業 

詳細はこちらから確認できます。 

 

 
  

https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/4/12/2373.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/4/12/2675.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/4/12/2771.html
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２．認定について 
  

 認定までの流れ（概要）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請方法 

 認定を希望される場合は、保護者の住民票がある市町村に申請してください。 

 

（１） 町田市民で新２号認定又は新３号認定を申請する方について 

保育の必要性の事由に該当する子どもで、認可外保育施設、認可外の居宅訪問型保育事業、一

時保育、ファミリー・サポート・センター、病児・病後児保育を利用する方は、「【2-4】町田市

子ども・子育て支援法に基づく認定申請書(認可外施設等）」及び保育の必要性を確認する書類を

オンラインまたは郵送で提出してください。 

また、新３号認定を申請する方のうち、以前市外に居住していた等の理由により、町田市の市

町村民税の情報が無い方については、市町村民税非課税証明書の提出が必要となる場合があり

ます（P.10参照）。 

※認定を受ける場合については、認定が必要となる月の前月の１５日（土・日、祝日の場合は

前開庁日）までに申請書及び保育の必要性を確認する書類を提出してください。 

 

 

 

認定申請 
P.７～P.９参照 

 

○新２・３号の認定を受けたい方は、保育を必要とする状況が 

分かる書類（P.７～P.９参照）などの必要書類を揃えて、町田

市役所保育・幼稚園課に認定申請書を提出してください。 

○申請に必要な書類は町田市ホームページ（まちだ子育てサイ 

ト）から取得することができます。 

右の二次元コードから「幼児教育・保育の無償化」の 

ページをご覧になれます。 
 

○申請書類に不足・不明な点がある場合は、市が保護者の方に電

話で問い合わせをしたり、追加書類の提出をお願いする場合が

あります。 

○給付認定通知書をお送りします。（P.６参照） 

 

：保護者が行うもの 

：市が行うもの  

○詳しくは右の二次元コードから町田市ホームページ（ま

ちだ子育てサイト）の「認可外保育施設等の施設等利用

給付（無償化給付）」のページをご確認ください。 

オンライン申請・ 

書式ダウンロード 

はこちら→ 

認定通知書等送付 

無償化の給付 

書類確認 

https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/8/10335.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/2/4/7441.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/2/4/7441.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/8/10335.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/mokuteki/2/4/7441.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
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（２） 保育の必要性の認定  

① 保育を必要とする事由と認定期間 

保護者が恒常的に下表の保育を必要とする事由（基準）に該当する場合に、認定資格が生じま

す。 保育を必要とする事由及び期間は、市が認定します。 

保育を必要 

とする事由 
基準 

①就労※ 月12日以上、かつ、１日４時間以上の就労が常態であること。 

②疾病、負

傷又は心

身障がい 

入院、常時病臥、精神性又は感染性の疾病、難病、その他通院かつ自宅安静が必要で

保育が困難であること。 

③介護又は 

看護※ 

月12日以上、かつ、１日４時間以上の常時観察又は付添看護（介護）又は一部看護

（介護）が必要と認められる者の看護（介護）が常態であること。 

④災害 災害（火災・風水害・地震等）の復旧に当たっていること。 

⑤就学※ 月12日以上、かつ、１日４時間以上の就学（通学、又は職業訓練施設若しくはこれに

準ずる技能施設に通所していること）が常態であること。 

⑥出産 

出産のため保育が困難であること。 

（認定期間は出産予定月及び前後各２か月の計５か月間） 

※産休後、育児休業取得希望の場合はP.9参照。 

⑦育児休業 
P.9参照 

※新規の申請の場合、育児休業の要件での認定はできません。 

⑧求職 
求職活動（起業準備を含む）を継続的に行っていること。 

（認定期間は３か月まで。P.9参照。） 

⑨両親 

不存在 

父母ともに死亡、行方不明、拘禁中等であり、同居の親族になんらかの要件があって

保育が困難であること。 

⑩その他 上記の他、保育が必要と認められる場合 

※ 「就労」・「介護又は看護」・「就学」は、上記の日数及び時間のいずれかひとつでも基準を下回ってし

まうと、保育を必要とする事由がなくなり、認定が取り消されますのでご注意ください。 

 

＜給付認定通知書について＞ 

  給付認定通知書の有効期間は、保育の必要性の事由にもよりますが、新２号認定については小学校

就学前までとし、新３号認定については満３歳児に達する日以後の最初の３月３１日までを基本とし

つつ、保育の必要性の認定を受ける事由に該当しなくなった場合は、その時点までとします。ただし、

求職活動が事由である場合については、３か月間を有効期間として取り扱います。 

  なお、給付認定通知書は、利用する施設から提示を求められる場合がありますので、大切に保管して

ください。 
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②新２号及び新３号認定に必票な書類 

・【２－４】町田市子ども・子育て支援法に基づく認定申請書（認可外施設等） 

 オンライン申請の場合は、入力フォームに従い必要事項を入力してください。 

 

・保育の必要性を確認する書類（父・母の分それぞれ必要です） 

必要書類は右の二次元コードからダウンロードすることができます。 

オンライン申請の場合は、必要書類を画像ファイル形式または 

ＰＤＦ形式で添付してください。 

 

 

保護者の事由 必要な書類 注意事項 

就労 

会社勤務の方 

（採用予定含む） 
・就労証明書（町田市書式）  

個人 

事業主 

 

居宅外 

 
・就労証明書（町田市書式） 

 

・個人事業の開業・廃業等届出

書のコピー 

個人事業の開業・廃業等届出書のコピーが準備

できない場合は、報酬等が客観的に分かるもの

（直近の確定申告書等の「収入を証明するもの」

や営業許可証、開業届、登記簿謄本、直近３か

月内の帳簿等、「個人事業主であることを証明す

るもの」のいずれかのコピー）をご用意ください。 

これらの書類が提出されない場合は「求職活動」

で認定します。 

居宅内 

内職の方 
・就労証明書（町田市書式） 

・直近の納品書もしくは発注書 

 

疾病・障がい 
・医師の診断書 

または、手帳のコピー 手帳のコピーの場合は、身体障害者手帳、愛の

手帳、精神障害者保健福祉手帳、介護保険被

保険者証（要件が看（介）護の場合）などをご提

出ください。 看（介）護 

・医師の診断書 

または、手帳のコピー 

・スケジュール表（町田市書式） 

出産 
・母子健康手帳（母の氏名・ 

分娩予定日のページ）のコピー 

出産月をはさみ前後２か月（最大５か月）は、「出

産」の要件での認定となります。 

育児休業 ・就労証明書（町田市書式）※ 

「⑬育児休業期間」欄に取得中または取得予定

の育児休業期間が記載された就労証明書をご

提出ください。 

認定期間は育児休業取得対象の子が１歳にな

る年度末まで。ただし、条件により２歳になる年

度末まで延長できます。P.９参照 

※新規の申請の場合、育児休業の要件での認

定はできません。継続要件のみの取り扱いとな

ります。 

求職 なし 求職中の方は認定期間が３か月となります。 

就学（予定含む） 

・在学証明書 

・スケジュール表（町田市書式）

または時間割等 

就学予定の方は合格通知書及び年間のカリキ

ュラムを提出してください。 

※ 育児休業の対象の子が、上記サービスの無償化の給付を受ける場合は、育児休業からの就労復帰等による就労等の保育の

事由が必要です。なお、育児休業からの就労復帰等により申請する場合は、産前・産後休業期間または育児休業期間が記

載された就労証明書の提出をお願いしています。 

 

 

オンライン申請・ 

書式ダウンロード 

はこちら→ 

https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html
https://kosodate-machida.tokyo.jp/soshiki/4/3/nyuuen/hoiku/10798.html


8 

 

※就労証明書に代表者印は不要です。（ただし、事業者名が記名されている就労証明書又は就労証

明書に係る電子データを無断で作成し、又は改変を行ったときには、就労先事業者の押印がなくて

も、有印私文書偽造罪等に該当する場合があります。） 

※就労証明書の有効期間は、証明日から３か月以内です。内容を訂正する場合は二重線を引いてく

ださい（証明する雇用主に無断での訂正はできません）。また、修正液等での訂正は無効です。 

必要書類早見表  

 

就

労

証

明

書 

個

人

事

業

主

の 

証

明

書

類 

ス

ケ

ジ

ュ
ー

ル

表 

医

師

の

診

断

書 

ま

た

は 

手

帳

の

コ

ピ

ー 

在
学
証
明
書
お
よ
び 

時

間

割

等 

母

子

健

康

手

帳

の 

コ

ピ

ー 

納

品

書 
ま

た

は

発

注

書 

保
護
者
の
事
由 

会社勤務 

（採用予定含む） 
○ 

 

○※ 

   
 

個人事業主 

（居宅外・居宅内） 
○ ○    

 

内職 ○ 
 

   ○ 

疾病・障がい  
 

 ○   
 

看（介）護  
 

○ ○   
 

出産  
 

   ○ 
 

育児休業 ○ 
 

    
 

求職  
 

    
 

就学（予定含む）  
 

○  ○  
 

※２つ以上の就労先で就労している場合はスケジュール表を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

  

ご注意ください！ 

保護者の事由・ 

世帯の状況 
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ア）認定の事由が求職の場合 

求職中の場合は、３か月間の期限付き認定となります。 

求職中で認定の方は２か月以内に就労を決め、３か月目の１５日までに就労証明書を提出

してください。提出がない場合は認定の期限切れとなります。 

また、就労先が決まった場合、給付認定通知書の保育の事由が変更になりますので、就

労を開始する月の前月の１５日までにオンラインまたは郵送で『【１－２】町田市子ども・

子育て支援法に基づく認定変更申請書兼変更届』を提出してください。 

就労の基準：日数が月１２日以上、かつ、時間が１日４時間以上 

 

 

イ）認定の事由が出産の場合 

 出産（予定）月をはさみ前後２か月の最大で５か月の期間を、出産の事由で認定しま

す。 

出産の事由で認定を受け、出産の認定期間後も認定を希望する場合、出産（予定）月の

３か月目以降の保護者（母）の、保育を必要とする事由を変更する手続きが必要です。出

産（予定）月の２か月目の１５日までに、『【１－２】町田市子ども・子育て支援法に基づ

く認定変更申請書兼変更届』と、変更後の事由を確認できる書類を、オンラインまたは郵

送で提出してください。 

 

 

ウ）認定の事由が育児休業の場合 

 育児休業取得者と認められるのは、法令に基づく休業取得者のみです。法令に基づく育

児休業を取得する場合は、申請により、次のとおり育児休業取得対象のお子さん以外のお

子さんを育児休業として保育の必要性を認定できます。 

※新規の申請の場合、育児休業の要件での認定はできません。出産要件からの切り替え

など継続要件のみの取り扱いとなります。 

 認定期間 認定の要件 

ア 
育児休業取得対象のお子さん

が１歳になる年度末まで 

法令に基づく育児休業を取得し、保育の必要性の事由

が「育児休業」で認定されていること。 

イ 育児休業取得対象のお子さん

が２歳になる年度末まで 

法令に基づく育児休業を取得し、保育の必要性の事由

が「育児休業」で認定されていること。 

さらに、育児休業取得対象のお子さんが保育園等に入

園できず、待機児童となっていること。 
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例）2022年9月20日に第２子を出産して、育児休業取得対象の第２子が2023年4月保育園に入園で

きず待機児童となる場合の第１子の在園期間について 

 

 

 

 

      2022/12/1        2023/3/31             2024/3/31            2025/3/31 

 

 

 

第１子               第１子              第１子 

出産の要件で在園             育児休業の要件で在園              育児休業での在園期間延長 

（出産予定月の前後２か月                                                    （第２子の育児休業を延長する場合） 

計５か月間） 

 

 

 

 

（３） 非課税世帯の証明について 

 

新３号認定をするために、保護者の方の市町村民税の情報が必要となります。以前、市外に居

住していた方については、課税証明書等の提出が必要になる場合がありますので、以下のフロー

チャートをご確認ください。 

 

≪４月から８月の間に認定を受けたい方≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪９月から３月の間に認定を受けたい方≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定を受けたい年度の 

前々年度の1月1日に 

父母ともに 

町田市に住民登録があった 

町田市に住民登録がなかった方は、認定を受けたい年度の前年度の

『市町村民税非課税証明書』を提出してください。 

 

※認定を受けたい年度の前々年度の1月1日時点の住所地で取得できます。 

提出していただく書類はありません。 
はい 

いいえ 

認定を受けたい年度の 

前年度の1月1日に 

父母ともに 

町田市に住民登録があった 

（または予定している） 

町田市に住民登録がなかった方は、認定を受けたい年度の 

『市町村民税非課税証明書』を提出してください。 

 
※認定を受けたい年度の前年度の1月1日時点の住所地で取得できます。 

提出していただく書類はありません。 

はい 

いいえ 

2023年9月20日 

下のお子さん 

満１歳 

2022年11月15日

までに支給認定

変更手続き 

2024年9月20日 

下のお子さん 

満２歳 

2022年9月20日 

第２子 

出産 

《育児休業取得対象の第２子が2024年4月に 

保育園等に入園できず待機児童となる場合》 

2024年3月15日までに支給認定変更手続き 
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（４） 認定の変更について 

 家庭の状況によって支給認定の事由に変更が生じた場合は、下記の書類を前月の１５日（土・

日・祝日の場合は前開庁日）までにオンラインまたは郵送で提出してください。 

 

・【１－２】町田市子ども・子育て支援法に基づく認定変更申請書兼変更届 

・保育の必要性を確認する書類（P.７～８参照） 

 

（５） 申請書記入例 

 

  

【２－４】

町田市長　　　　　　　　様

年 月 日

町田市

 □申請者（世帯主にチェック）  □同居 ☑別居

 ☑申請者（世帯主にチェック）  □同居 □別居

利用開始日
（町田市民としての）

※新３号の申請の方のみ記入してください □住民税非課税世帯に該当するため新３号児認定の申請をします。

利用している又は利用を予定している
認可外保育施設等の種類

☑認可外保育施設　□一時保育・一時預かり　□病児病後児保育事業
□ファミリー・サポート・センター事業　□東京都認証保育所

利用している又は利用を予定している
認可外保育施設等の名称等

名称

所在地

連絡先

保
育
の
事
由

父 ☑就労　　□出産　　　□疾病・障がい　　□介護・看護　　　□求職　　□就学　　□育児休業　　□その他（　　 　　　）

母 ☑就労　　□出産　　　□疾病・障がい　　□介護・看護　　　□求職　　□就学　　□育児休業　　□その他（　　 　　　）

※育児休業の認定については、育児休業の対象の子のきょうだいに対して、育児休業取得前に既に認可外保育施設（一時保育・一時預かり、病児病後児保育事業、
ファミリー・サポート・センター事業を除く。）に在園している場合、継続要件として認定します。育児休業の対象の子については、認定の対象とはなりません。

育児休業の対象の子が認定される場合については、育児休業からの就労復帰等による就労等の保育の事由が必要となります。

歳

63 歳 祖母

・ ・

64 歳 祖父

まちだ　◇◇

町田　◇◇
1960 ・ 7 ・ 2

歳 妹

まちだ　□□

町田　□□
1959 ・ 6 ・ 3

兄

まちだ　はなこ

町田　花子
2021 ・ 6 ・ 16 2

7 ・ 21 8 歳

生活保護の適用   ☑ない　□申請中　□ある　　　［　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日　保護　　開始　・　廃止　］

世

帯
の
状

況

（

保

護

者

及

び

申

請

す

る

子

ど

も

以

外

の

同

居

者

及

び

同

一

世

帯

外

に

生

計

を

一

と

す

る

者

）

ふ り が な
氏 名

生年月日 続柄 就労・通学・通園先

まちだ　たろう

町田　太郎
2015 ・

障害者手帳を持っている家族   □いない　　☑いる　　［　申請する子どもとの続柄　：　　　本人（三郎）　　］

父母が別居している場合その理由
（住民票上は同一の場合も含む）

  ☑単身赴任    □離婚前提の別居    □配偶者によるDV    □その他 （　　　　　　　　        　　）

ひとり親世帯
（該当する方のみ）

　　　　　年　　     　月　　    　日（ごろ）から  離婚  ・  未婚  ・  死別  ・  離婚前提の別居  ・  その他（ 　　   　　  　　　）　

歳

認 定 開 始 （ 変 更 ） 希 望 月         ○○年　　　　　　△月         ○○年　　　　　　△月                 年　　　　　　　　月

当該年度における保育園等の

利用申請の有無
☑申請をしている  □申請をしていない ☑申請をしている  □申請をしていない □申請をしている  □申請をしていない

生 年 月 日
2019  ・  4  ・  22 4 2020  ・  5  ・  8 3  　　　  　・　   　 　・　　　　　

歳202４年4月1日現在の年齢

氏　　　　名 続柄 町田　次郎 子 町田　三郎 子

男・女 男・女
申

請

す

る

子

ど

も

ふ　り　が　な 性別 まちだ　じろう 男・女 まちだ　さぶろう

歳

（ 市 役 所 記 入 欄 ）

□日中つながりやすい方

母

まちだ　さちこ

　1986 ・   5   ・  11    090 （ 2222 )××××

［○○年］

　☑町田市　□その他（　　　　　 ）
［△△年］
　☑町田市　□その他（　　　　　 ）☑日中つながりやすい方

生　年　月　日 連 絡 先
○○年・△△年1月1日

時点の住民登録地

父

まちだ　はじめ

　1985 ・   9   ・  25    090 （ 1111 )××××

［○○年］
　□町田市　☑その他（ ○○市 ）

［△△年］
　□町田市　☑その他（ ○○市 ）

（市役所受付印）

　子ども・子育て支援法第30条の５第１項又は第30条の８第1項の規定により、次のとおり申請します。なお、必要な場
合は、この申請に関する事項について、市が住民基本台帳、課税台帳等により確認を行うこと及び認可外施設等に認
定に関する情報の提供をすることに同意します。

※企業主導型保育の地域枠、無償化の対象とならない子どもの定期利用保育及び幼稚園型一時預かり事業
における２歳児の定期利用については、町田市子どものための教育・保育給付支給認定申請書（保育用）兼
保育の利用申込書で申請してください。無償化の対象となる子どもの定期利用保育及び幼稚園型一時預かり
事業における２歳児の定期利用については、この申請書で申請してください。なお、 遡って認定を受けること
はできません。必ず施設を利用する前に申請してください。

保

護

者

住 所 森野２－２－２２

続
柄

ふ り が な
氏 名

税 新認定

2024年度　町田市子ども・子育て支援法に基づく認定申請書(認可外施設等）

記入例

4月1日の年齢が
クラスの年齢基準に
なります。

同居の兄弟姉妹、
祖父母、叔父叔母等も
記入してください。
申請する子どもから
みた続柄となります。
書ききれない場合は
欄外の余白をご使用
ください。

３歳児クラス未満
の方で、
住民税非課税
世帯の方は
必ずチェックして
ください。

市外から転入した
場合や、
市外に住民登録が
ある場合は、
税書類を提出する
必要があります。

町田 幸子

町田 一

申請者から見て
同居か別居かを
選択してくださ
い。

保育を必要とする
事由を証明する
書類を添付して
ください。
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お問合せ  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※幼児教育・保育の無償化に関する今後の法令改正等によって、この冊子に記載されている内容に変更が生じる

場合があります。その際は、まちだ子育てサイトにおいてご案内いたしますのでご了承いただきますようお願いい

たします。 

●無償化に必要な保護者・児童の認定に関すること 

 〒194-8520 町田市森野 2-2-22 2階 204窓口 

 町田市子ども生活部保育・幼稚園課 支援係 

 TEL：042-724-2137  FAX：050-3161-8635 

●認可外保育施設等の無償化に伴う給付に関すること 

 〒194-8520 町田市森野 2-2-22 2階 202窓口 

 町田市子ども生活部子ども総務課 手当医療費助成係 

 TEL：042-724-2139  FAX：050-3101-8377 

●無償化対象となる認可外保育施設等に関すること 

【認可外保育施設（ベビーシッターを含む）、一時保育・一時預かり事業】  

〒194-8520 町田市森野 2-2-22 2階 204窓口 

 町田市子ども生活部保育・幼稚園課 管理係 

 TEL：042-724-2138  FAX：050-3161-8635 

【病児病後児保育事業、ファミリー・サポート・センター事業】  

〒194-8520 町田市森野2-2-22 2階203窓口 

 町田市子ども生活部子育て推進課 

 TEL：042-724-4468  FAX：050-3101-9459 


